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研究成果の概要（和文）：現代の民主政治を担う市民の資質を涵養し政治的無関心やポピュリズムなどの諸問題
に対処するためには、市民教育が欠かせない。しかし、実効性のある市民教育は、「政治リテラシー」（政治に
関する知識・技能・態度の複合体）がどんなものかを、はっきりと確認した上で始める必要がある。本研究は、
理論的研究と思想史的研究をつうじてこの点を探究するとともに、実際の授業の取組による検証や課題発掘にも
取り組み、政治リテラシー教育における必須の要素とそれらを教育において取り上げる優先順位について提言を
試みている。

研究成果の概要（英文）：To meet such difficult problems like as political apathy and populism, 
Citizenship education is indispensable. However, before undertaking it, it is necessary to identify 
clearly what is ‘political literacy’ (a compound of knowledge, skills and attitudes). Through 
theoretical investigations of it, as well as practical attempts in earlier stage of university 
education, we have come to propose a tentative scheme of political literacy education, particularly 
in terms of its several elements and their priority.

研究分野：政治哲学、西洋政治思想史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では、2015年に選挙権の年齢下限を18歳にまで引き下げる改正公職選挙法が成立し、これをきっかけに、初
等中等教育において「主権者教育」が始まったが、経験も準備も不十分だったために、教育現場では困惑の中で
の試行錯誤が続いている。こうした法改正以前に始められた本研究は、イギリスにおけるシティズンシップ教育
に注目しつつ、市民教育全般に関する政治理論や政治思想史上の議論を理論的に整理する一方で、大学における
低年次の授業を念頭に、政治リテラシーを構成する要素や、それを実際に教育に応用する際の優先順位のあり方
など、実践的課題を探求し、その成果を編著として公刊し、広く社会全般に問題提起を試みた。



１．研究開始当初の背景 
 政治学は、古代より主権者・統治者を教育するという社会的な役割を担ってきた。一般市民

が被治者であるばかりでなく統治に関与する主権者でもある現代民主主義では、こうした重要

な役割を果たす市民の「政治リテラシー」（政治に関する知識・技能・態度の複合体）を高め

る教育が必須であり、それは今日の政治学が果たすべき重要な任務の一つでもある。 

 近年の政治学や教育学では、市民の育成という課題が「シティズンシップ教育」との関連で

論じられるようになった。こうした議論の前提として、「市民のあり方」という意味での「シ

ティズンシップ」そのものをめぐる論究も進んだ。これらの論究では、当初は、自由主義か市

民的共和主義かという二者択一の観点から、市民のあり方を抽象的な原理の観点から問う傾向

が目立った。しかし、その後は、より具体的に、シティズンシップの「範囲」（誰が市民か？）

をめぐる問題へと研究の関心が移行してきた。たとえば、多文化主義やフェミニズムなどの観

点からシティズンシップ概念を捉えなおす議論や、ナショナリズムやグローバリズムによる国

民国家システムのゆらぎを意識した議論である。 

 理論的研究の動きと並んで、市民育成をめざす実際の教育に関しても取組が進んでいた。英

国では、政治哲学者のバーナード・クリックが「政治リテラシー」概念を取り入れた理論的支

柱を与える形で、2002 年にシティズンシップ教育を導入していた。日本では、東京都品川区が

小中学校で「市民科」を導入し、総務省の常時啓発事業のあり方等研究会が 2012 年の報告書

で「政治リテラシー」の向上を目標に掲げるなどの例が見られた。 

 「政治リテラシー」は、政治学や政治学教育における不可欠の概念としても重視されつつあ

る。「政治リテラシー」に注目するこれらの動きは、教育目標を固定的で漠然としたキャッチ

ワードではなく、具体的で評価可能な（評価に即した改善や修正が可能な）ものにしようとす

る実践的企てを導く重要な契機である。研究代表者（関口）を中心にした従前の共同研究にお

いても、民主主義社会に必要な市民の育成というテーマに取り組んでいた（関口の寄稿『科

研費 NEWS 2012 年度 VOL.1』参照）。 

以上の状況をふまえて、本研究では、統治に関与する主権者かつ被統治者という現代民主

主義における市民のあり方を中軸に、政治リテラシーを捉え直していくことを指針とするこ

とにした。 
 
２．研究の目的 
統治に関与する主権者かつ被治者という現代民主主義における市民のあり方に関して、これ

まで十分に解明されてこなかったのは、統治の当事者という観点から見た市民の資質である。

現代の民主政治では、政治的無関心が見られる一方で、ポピュリズムや外国人排斥の動きなど

の問題が現れている。有権者の支持を確保しつつ財政再建をどう図るか、といった難問もある。

こうした状況で、個別利益追求や異議申し立てといった被治者の視点からだけの議論や、自治

を能動的に担う統治者としての市民という観点をとりながらも市民の「参加」や「熟議」の理

想を抽象的に唱えるだけでは、政治への市民の過大な期待や、その裏返しとしての失望や不満、

ひいては政治自体の不安定を招くおそれがある。その意味で、責任ある能動的市民の役割を冷

静かつ現実的に捉えようとしたクリックのシティズンシップ教育論は有意義である。 

しかし、市民に具体的に何が必要かについては、多くの問題が残されている。クリックが「政

治」の本質とした「創造的妥協」の観点から代表や投票の意味を市民がどう受け止めるべきな

のか（たとえば、総論賛成・各論反対の状況で必要な「政治リテラシー」のあり方）等々の点

で、探究をさらに深める必要がある。現代民主主義に求められているのは、被治者として政治

家を監視し必要に応じて権利主張や異議申し立てをする、有権者として政治家を選ぶ、立法や



政策形成に参加し応分の責任を負う、等々、市民のさまざまなあり方のいずれの基本ともなる

知識・技能・態度の複合体、それらの多様なあり方のいずれにも発展しうる原初的基体となる

言わば「幹細胞」として、「政治リテラシー」を捉えることである。こうした「政治リテラシー」

の捉え方に理論的・思想的基盤をしっかり与え、しかも抽象論にとどまらないために、大学低

年次での教育という実践的必要に応えるという課題設定によって、「政治リテラシー」の具体的

内実を体系的かつ実用可能なレベルにまで整理することが、本研究の目的であった。 
 
３．研究の方法 
「政治リテラシー」の具体的内実を体系的かつ実用可能なレベルにまで整理する、という目

的を達成するために、作業を三つの分野に分けて進めた。具体的には以下の三分野である。 

(1)「政治リテラシー」概念についての歴史的・思想史的解明：「政治教育」概念の古代から

現代に至る歴史的展開やドイツにおける教養のあり方については、研究分担者の井柳と竹島が

既に取り組んでいたが、これらの研究をさらに先へ進め、また、アメリカやイギリスに関する

鏑木・井柳・平石・石田の取り組みを加えて、現代民主主義社会の市民に必要な「政治リテラ

シー」という点をはっきりと念頭に置きながら、主要なテキストの議論を整理し、政治思想史

の思い切った捉え直しを試みた。 

(2)「政治リテラシー」概念についての現代政治理論を参照した捉え直し：民主主義社会の市

民に必要な資質を、クリックの議論からさらに発展させる必要性を念頭に置きながら、20 世紀

以降の政治理論の読み直しによって探究する。具体的には、シティズンシップの範囲の捉え方

が、その内容や「政治的リテラシー」の捉え方と、どう連動しうるかを把握する作業を通じて、

「政治リテラシー」の内実について明晰化を図る。この作業には、主に関口・施・蓮見が取り

組んだ。 

(3)「政治リテラシー」概念に基づく政治学教育カリキュラムの開発：関口や蓮見等の教育実

践の結果として出てきた課題は、「政治リテラシー」の観点から教育目標をどう具体的に設定し、

それらをどう具体的に達成するかである。上記(1)・(2)の理論的研究を参考にしながら、「政治

リテラシー」の獲得を示す学修成果を、知識・技能・態度の観点から明確化するために、ワー

クショップ型の実験授業を実施し（井柳、石田、鏑木、蓮見）、その知見を大学初年次教育での

取り組みに対する提言としてまとめた（関口・後掲論文）。 
 
４．研究成果 
研究期間を 1年延長し、最終年度には、各自の研究成果をとりまとめて著書の形で発表する

ことに取り組んだ。その結果、九州大学法政学会からの刊行助成を得て、風行社から刊行する

ことになった。2019年 1月末までに版組と校正が完了し、2月 20日に『政治リテラシーを考え

る――市民教育と政治思想』（全 288頁）のタイトルで公刊となった。 

 この編著の第１章の関口論文では、政治リテラシーの概念を整理した上で、クリックが提唱

した政治リテラシー教育における概念アプローチを、実践面と理論面の双方から批判的に検討

し、改良の可能性を提示している。第２章の施論文は、市民を孤立した形で捉えるのではなく

関係の網の目という見方から捉え直す視点から、主権者教育における責任や義務の扱い方が検

討されている。第３章の蓮見論文は、近年のイギリスにおけるシティズンシップ教育論の見直

しの動向が、「徳論なき市民的共和主義」の可能性という観点から検討している。 

以上の理論的・実践的考察のあとには、思想史的検討が続く。第４章の石田論文は、対比・

対立という観点で捉えられがちなリップマンとデューイを、公衆の政治教育という両者に共通

の関心から捉え直すことを試みている。第５章の竹島論文は、ブルクハルトの市民型教養のと



らえ方に、バランス感覚という政治リテラシーに必須のものが含まれている点を明らかにして

いる。第６章の井柳論文は、マシュー・アーノルドを取り上げ、アーノルドが、デモクラシー

の必要性を認めつつ、政治と一線を画しながら政治の質を左右する人文的教養のあり方を追求

したことを明らかにしている。第 7章の平石論文は、リンゼイによる市民教育取組が、専門化

の進行と欲求の肥大化という現代社会の二大問題への対処であったことを明らかにしている。

最後に、第８章の鏑木論文は、宗教と政治リテラシーの関係という重要な観点から、ニーバー

の思想を解明している。 
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